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(57)【要約】
【課題】
挿抜可能な光コネクタを備える光送受信装置において、
光の放射を制御する。
【解決手段】
光送受信装置は、他の送受信装置に含まれる他の光送受
信部との間で、挿抜可能な光コネクタを介した光伝送路
により光信号を送受信する光送受信部を有する光送受信
装置であって、光送受信部は、電気信号を光送信信号に
変換する光送信部、受信光信号を電気信号に変換する光
受信部、受信光信号の光パワーに基づき光コネクタの接
続状態を判定する光コネクタ接続状態判定部、および、
光コネクタ接続状態判定部の判定の結果、光コネクタが
接続していない場合、少なくとも１つのチャンネルの光
送信信号を出力するように光送信部を制御する送信チャ
ンネル選定部を有する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
他の光送受信装置に含まれる他の光送受信部との間で、挿抜可能な光コネクタを介した光
伝送路により光信号を送受信する光送受信装置であって、前記光送受信装置は、電気信号
を光送信信号に変換する光送信部、受信光信号を電気信号に変換する光受信部、前記受信
光信号の光パワーに基づき前記光コネクタの接続状態を判定する光コネクタ接続状態判定
部、および、前記光コネクタ接続状態判定部の判定の結果、前記光コネクタが接続してい
ない場合、少なくとも１つのチャンネルの前記光送信信号を出力するように前記光送信部
を制御する送信チャンネル選定部を有することを特徴とする光送受信装置。
【請求項２】
請求項１に記載の光送受信装置において、前記光コネクタ接続状態判定部は、前記受信光
信号の光パワーが閾値以上の場合に前記光コネクタは接続していると判定することを特徴
とする光送受信装置。
【請求項３】
請求項１に記載の光送受信装置において、前記光コネクタ接続状態判定部の判定の結果、
前記光コネクタが接続していない場合、前記送信チャンネル選定部は、前記光送信信号を
出力する前記チャンネルを切り替えるように前記光送信部を制御することを特徴とする光
送受信装置。
【請求項４】
請求項１に記載の光送受信装置において、前記光コネクタが接続していない場合、前記送
信チャンネル選定部は、通常の光パワーより低い光パワーの前記光送信信号を出力するよ
うに前記光送信部を制御することを特徴とする光送受信装置。
【請求項５】
請求項３に記載の光送受信装置において、前記光コネクタが接続していない場合、前記送
信チャンネル選定部は、通常の光パワーより低い光パワーの前記光送信信号を出力するよ
うに前記光送信部を制御することを特徴とする光送受信装置。
【請求項６】
請求項３に記載の光送受信装置において、前記光コネクタが接続していない場合、前記送
信チャンネル選定部は、所定間隔で、前記光送信信号を出力する前記チャンネルの切り替
えるように前記光送信部を制御することを特徴とする光送受信装置。
【請求項７】
請求項１に記載の光送受信装置において、複数の前記他の送受信装置にそれぞれ含まれる
他の光送受信部との間で、複数の前記光伝送路により光信号を送受信する複数の光送受信
部を有することを特徴とする光送受信装置。
【請求項８】
請求項１に記載の光送受信装置において、前記光コネクタ接続状態判定部の判定の結果、
前記光コネクタが接続していない場合、前記光コネクタ接続状態判定部はアラーム信号を
出力することを特徴とする光送受信装置。
【請求項９】
請求項１に記載の光送受信装置において、通常光パワーレベルもしくはそれ以下の光送信
信号を出力する少なくとも１つのチャンネルを有する光接続検出用の光送受信部を備え、
前記光コネクタ接続状態判定部は、前記光接続検出用の光送受信部による、前記光コネク
タを介して光ループバックした受信光信号の光パワーに基づいて前記光コネクタの接続判
定することを特徴とする光送受信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、挿抜が可能な光コネクタを備える光送受信装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　近年、通信インフラを流れるデータトラフィックが爆発的に増加している。モバイル端
末が普及し、インターネットが身近になったほか、ビジネス用途のクラウドサービスの利
用の拡大などが理由となっており、今後も増加が見込まれている。それに伴い、データセ
ンター内におけるサーバ、ストレージなどの装置、通信装置において高速化、大容量化が
必須となっている。
【０００３】
　装置の大容量化に伴い、装置内および装置間に伝送される光信号も大容量化が進み、大
容量のデータを扱う光送受信システムが必須となっている。光信号を接続するためのイン
タフェースとして使用される光コネクタにおいても、光信号の接続機能を持つ光コネクタ
の大容量化が必須となっている。
【０００４】
　レーザー光による使用者の障害を防止するために、特許文献１には、光コネクタの安全
性の向上を図りつつ、埃に因る光ファイバの光接続の悪化を防止するために、光コネクタ
挿入口を塞ぐシャッターを設け、レーザー光の放射を遮断することが開示されている。
【０００５】
　また、特許文献２には、光送受信機から光伝送路が断線した場合に、光送受信機からの
放射光強度を抑制し、作業上の安全性をより確保するようにした光送受信機及び光伝送シ
ステムが開示されている。つまり、受信側光コネクタと送信側光コネクタを備える装置に
おいて、受信側光コネクタからの入力光パワーレベルにより光伝送路の断線状態を判定し
、送信側光コネクタから出力されるレーザー光を用いた光送信信号の光パワーを低下させ
ることにより、レーザー光の放射を遮断する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－３０９０７４号公報
【特許文献２】特開２００３－３２１８９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１で提案されている、シャッターを設けることによるレーザー放射光の遮断は
、光コネクタのサイズがシャッター構造の分大きくなり、部品構造も複雑となるため、コ
ストも高くなる。装置のインタフェースであるコネクタの設置可能な領域は限られており
、大容量化を実現するため、光コネクタの小型化が課題となっている。
【０００８】
　一方、特許文献２で提案されている送受信システムは、受信光信号1本と送信光信号1本
が一対の場合に適用可能な構成のため、複数信号を伝送する光コネクタに適用する場合、
特許文献２の構成を複数並べることになる。しかし、未接続時も複数の光送信信号の光パ
ワーが放射されるため、光パワーを低下している場合でも、人体への影響が課題となる。
【０００９】
　本発明の目的は、挿抜可能な光コネクタを備える光送受信装置において、レーザー光（
以下、光）の放射を制御することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　開示する光送受信装置は、他の送受信装置に含まれる他の光送受信部との間で、挿抜可
能な光コネクタを介した光伝送路により光信号を送受信する光送受信部を有する光送受信
装置であって、光送受信部は、電気信号を光送信信号に変換する光送信部、受信光信号を
電気信号に変換する光受信部、受信光信号の光パワーに基づき光コネクタの接続状態を判
定する光コネクタ接続状態判定部、および、光コネクタ接続状態判定部の判定の結果、光
コネクタが接続していない場合、少なくとも１つのチャンネルの光送信信号を出力するよ
うに光送信部を制御する送信チャンネル選定部を有する。
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【発明の効果】
【００１１】
　挿抜可能な光コネクタを備える光送受信装置において、光の放射を制御できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】光送受信部の構成を示すブロック図の例である。
【図２】光送受信部の構成を示すブロック図の例である。
【図３】光パワー判定部の動作の例を説明するための図である。
【図４】送信チャンネル選定部の処理を説明するフローチャートの例である。
【図５】光送受信部の動作の例を説明するためのタイムチャートである。
【図６】複数の光送受信部を接続する構成図の例である。
【図７】実施例２の光送受信部の構成を示すブロック図の例である。
【図８】実施例２の送信チャンネル選定部の処理を説明するフローチャートの例である。
【図９】実施例２の光送受信部の動作の例を説明するためのタイムチャートである。
【図１０】実施例３の光送受信部の構成図の例である。
【図１１】実施例４の光送受信部の構成図の例である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、実施例を、図面を用いて説明する。
【実施例１】
【００１４】
　本実施例では、レーザー光の放射の制御を行うために、光コネクタの接続が無い場合に
、全てのチャンネルの光送信信号ではなく、通常光パワーレベルもしくはそれ以下の光送
信信号を出力する少なくとも１つのチャンネルを選定し、光コネクタが接続していないこ
とを検出する毎に光送信出力するチャンネルを切り替え可能な光送受信システムの例を説
明する。
【００１５】
　図１は、本実施例の光送受信部の構成を示すブロック図の例である。送受信装置（以下
、装置）内の光送受信部１００は、光伝送路３００を介して光信号を送信および受信する
。光送受信部１００は、複数の光送信部１１０と複数の光受信部１２０、光コネクタ接続
判定部１３０及び送信チャンネル選定部１４０、挿抜可能な光コネクタ８１０と８１１を
備えて構成される。挿抜可能な光コネクタ８１０および８１１、光伝送路３００を介して
、光送受信部１００から光送信信号が出力される。同様に、挿抜可能な光コネクタ８１０
および８１１、光伝送路３００を介して、光送受信部１００に光受信信号が入力される。
【００１６】
　光送信部１１０は、通信装置の主信号処理を行い、半導体レーザダイオード等の発光素
子やバイアス電流制御回路による電気・光変換機能を備え、光パワーやON/OFF情報を持つ
送信光制御信号１８０により制御される。光送受信部１００は、光送信部１１０を1つ以
上備え、図1の例ではN個備える。光受信部１２０は、通信装置の主信号処理を行い、受光
素子と周辺回路による光・電気変換機能を備え、光パワーによりレベルが変化する受信光
パワー信号１６０を出力する。光送受信部１００は、光受信部１２０を1つ以上備え、図
１の例ではN個備える。ここで、光送信部１００が出力する光送信信号または光受信部１
２０が出力する光受信信号は1からNまでの番号で表現し、それぞれの信号をチャンネルと
呼ぶ。
【００１７】
　光コネクタ接続判定部１３０は、光受信部１２０で検出された複数チャンネルの受信光
パワー値に応じて変化する受信光パワー信号１６０から、光コネクタ８１０、８１１、光
伝送路３００またはその先の光コネクタ接続有無を判定し、接続有無信号１７０を出力す
る。送信チャンネル選定部１４０は、光コネクタ接続判定部１３０の判定結果により、光
送信信号を出力するチャンネル選定および光パワー設定を行った結果を、送信光制御信号
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１８０により、光送信部１１０へ伝達する。複数の光送信部１１０は、送信光制御信号１
８０により設定された光パワーで光送信信号が出力するまたは出力されないよう制御され
る。
【００１８】
　図２は、本実施例の光送受信部の構成を示すブロック図の例であり、図１で示す光送受
信部１００の光コネクタ接続判定部１３０と送信チャンネル選定部１４０の構成の例を示
す。図１の光送受信部１００のうち、既に説明した図１に示された同一の符号を付された
構成と、同一の機能を有する部分については、説明を省略する。
【００１９】
　光コネクタ接続判定部１３０は、光受信部１２０で検出された複数チャンネルの受信光
パワー値に応じて変化する受信光パワー信号１６０をチャンネル毎に所定の判定レベル即
ち閾値と比較する光パワー比較部１３１と、光パワー比較部１３１による比較結果に基づ
いて、光コネクタの接続状態を判定し、接続有無信号１７０を出力する接続判定部１３２
を備える。接続判定部１３２は、装置起動時および接続有無信号１７０として接続無信号
を出力している際に、少なくとも1チャンネルにおいて、光パワー比較部１３１で受信光
パワーの閾値を超えた場合は接続有無信号１７０により、接続有信号を出力する。また、
接続有無信号１７０が有（接続有信号）の状態で、光受信部１２０の全てのチャンネルで
光パワー比較部１３１の受信光パワーの閾値以下となった場合は接続有無信号１７０によ
り、接続無信号を出力する。ここで、接続有無信号１７０を出力する条件は、システムの
要求される仕様に応じて設定可能である。また、光コネクタ未接続を検出するための光受
信信号が入力されるチャンネルが固定の場合は、その他の光受信部は動作させず消費電力
を低減することも可能である。
【００２０】
　なお、接続有無信号１７０が接続無信号の場合、接続判定部１３２は、ランプ表示やブ
ザー鳴動などにより、アラーム信号として出力してもよい。
【００２１】
　送信チャンネル選定部１４０は、光コネクタ接続判定部１３０の判定結果により、すな
わち光コネクタ接続有無信号１７０により、光送信信号を出力するチャンネル選定するチ
ャンネル選定部１４１、通常時より未接続時は光パワーを低減する設定を行う光パワー設
定部、送信光制御信号１８０を出力する信号出力部１４３を備える。光パワー設定部１４
２を設けない構成を取ることも可能である。
【００２２】
　図３は、図２の光パワー判定部１３1の動作の例を説明するための図である。入力され
る受信光パワー信号レベルに応じて変化する信号と所定のしきい値をチャンネル毎に比較
し、閾値より大きい場合は光コネクタを正常な接続状態と判定し、しきい値以下の場合は
未接続状態と判定する。しきい値は受信光パワー信号がしきい値近くで判定値が頻繁に変
わらないようにヒステリシスを持たせることも可能であり、チャンネルごとに設定を変え
ることも可能である。また、受信光パワー信号１６０は、受信光パワーに応じた電圧レベ
ルを出力する信号だけで無く、デジタル信号としても良い。
【００２３】
　図４は、図２に示す送信チャンネル選定部１４０の動作を説明するフローチャートの例
である。装置の電源投入や、装置に光コネクタを備えた基板が挿入されることより送受信
部が起動され、デバイスの初期設定等に一定時間を要した後に、接続有無信号１７０の有
無を判定する（Step１）。接続有無信号１７０が光コネクタの接続が無いことを検出して
いる場合は、Nある全てのチャンネルからMのチャンネルを選定し、選定したチャンネルは
光送信信号を出力するON設定とし、その他のチャンネルは光送信信号を出力しないOFF設
定とする（Step２）。接続有無信号１７０が光コネクタの接続が有ることを検出している
場合は、Nある全てのチャンネルを選定し、ON設定とする（Step３）。Mの値は全てのチャ
ンネル数N以下であり、少なくとも１以上とする。Mの値は、人体に影響のない光送信信号
のレベル範囲で任意に可変設定可能である。
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【００２４】
　また、Step３で選定するチャンネルは毎回固定したチャンネルを設定するだけでなく、
接続無を検出するタイミングごとにNチャンネルの中から異なるMチャンネルを選定しても
よい。
【００２５】
　Step１で光コネクタの接続が無い場合は、Step２実施後、Step４で選択したMチャンネ
ルの光パワーレベルを設定するが、設定値は通常レベルPoとしても、安全性をより高める
ためにPoより小さいPsとしても良い。Step１で光コネクタの接続がある場合は、Step３実
施後、Step５で通常の光パワーレベルPoを設定する。Step３およびStep４を実施後、Step
６で送信光制御信号の状態を変化させる。Step７で光コネクタ接続に変化が無いかを判断
し、変化が無い場合は再度Step７を実施し、変化がある場合はStep１を実施する。
【００２６】
　図２に示すチャンネル選定部１４１がStep２、Step３に該当し、光パワー選定部１４２
がStep４、Step５に該当し、信号出力部１４３がStep６に該当する。
【００２７】
　図５は、図２に示す光送受信部１００から出力される送信光信号の動作の例を説明する
タイムチャートである。縦軸が光送受信部１００から出力される送信光信号のチャンネル
数であり、以後、光送信信号ONチャンネル数と呼ぶ。横軸は起動からの時間とする。タイ
ミングT０で光送受信部１００が起動し、起動時の光送信信号ONチャンネル数は０である
。デバイスの初期設定等に一定時間を要した後に、タイミングT１で光コネクタ接続判定
部１３０より光コネクタ接続が無いことを検出すると、光送信信号ONチャンネル数はMと
なる。タイミングT２で光コネクタ接続が有ることを検出すると、光送信信号ONチャンネ
ル数は全てのチャンネル数であるNとなる。タイミングT３で光コネクタ接続が無いことを
再び検出すると、光送信信号ONチャンネル数はMとなる。
【００２８】
　図６は、複数の光送受信部を接続する構成図の例である。光送受信装置内の光送受信部
１００、他の光送受信部２００、光伝送路３００を備えて構成される。光送受信部１００
は、図1に示す光送受信部と同様に、光送信部１１０、光受信部１２０、光コネクタ接続
判定部１３０、送信チャンネル選定部１４０および挿抜可能な光コネクタ８１０および８
１１を備えて構成される。光送受信部２００は、記載を省略しているが、光送信部と同様
に、光送信部１１０、光受信部１２０、光コネクタ接続判定部１３０、送信チャンネル選
定部１４０および挿抜可能な光コネクタ８１０および８１１を備えて構成される。上記構
成において、挿抜可能な光コネクタ８１０および８１１、光伝送路３００、並びに第二の
光コネクタ８１０および８１１を介して、光送受信部１００の光送信部１１０から出力さ
れた光送信信号が光送受信部２００の光受信部１２０にて受信される。同様に、光送受信
機２００の光送信部１１０から出力された光送信信号が光送受信部１００の光受信部１２
０にて受信される。
【００２９】
　光送受信部１００の起動直後に第一または第二の光コネクタ８１０または８１１が未接
続の場合は、光受信部１２０の全チャンネルにおいて、光入力が無いため、光送信部１１
０から選定されたチャンネルの光送信信号が出力され、未接続の第一または第二の光コネ
クタ８１０または８１１から放射されるが、作業者の安全性に考慮した光送信信号である
ため、安全性に問題ない。一方、光送受信部２００においても、第一または第二の光コネ
クタ８１０または８１１が未接続の場合は、同様に、光送信部１１０から選定されたチャ
ンネルの光送信信号が出力され、未接続の第一または第二の光コネクタ８１０または８１
１から放射されるが、作業者の安全性に考慮して光送信信号であるため、安全性に問題な
い。
【００３０】
　その後、通信装置のデータ容量増加のための増設等により、第一および第二の光コネク
タ８１０および８１１が接続された場合は、光送受信部１００から送信された一部のMチ
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ャンネルの光送信信号が、光送受信部２００の光受信部のMチャンネルに入力される。光
コネクタ接続が有ることを検出し、全チャンネルの光送受信を行う。さらに、その後、第
一または第二の光コネクタ８１０または８１１が未接続となった場合は、光送受信部１０
０で光コネクタ未接続を検出し、作業者の安全性に考慮した光送信信号を出力する状態と
なる。
【００３１】
　また、光送受信部２００が光送受信部１００の後から挿入されるのみで、先に挿入され
ることが無い場合は、光送受信部２００からの光送信信号が未接続の光コネクタから出力
されることは無いため、レーザー光の放射を考慮するのは光送受部１００のみとし、光送
受信部２００には適用しない構成をとることも可能である。
【実施例２】
【００３２】
　本実施例では、レーザー光の放射の制御を行うために、光コネクタの接続が無い場合に
全てのチャンネルの光送信信号ではなく、通常光パワーレベルもしくはそれ以下の光送信
信号を出力する少なくとも１つのチャンネルを選定し、光コネクタが接続していないこと
を検出する毎に光送信出力するチャンネルを切り替えるだけでなく、未接続時に定期的に
光コネクタ接続を監視しかつ光送信出力するチャンネルを切り替え可能な光送受信システ
ムの例を説明する。
【００３３】
　図７は、実施例２の光送受信部４００を示す構成図の例である。図１の光送受信部１０
０のうち、既に説明した図１に示された同一の符号を付された構成と、同一の機能を有す
る部分については、説明を省略する。送信チャンネル選定部４４０に、信号出力部の状態
を監視し、一定の時間間隔でチャンネル選定部を動作させるタイマー部を備えることが実
施例１とは異なる。
【００３４】
　図８は、実施例２における、図７に示す送信チャンネル選定部４４０の動作の一例を説
明するフローチャートである。既に説明した図４に示された同一のStep番号を付された動
作については、説明を省略する。実施例１と異なる点は、Step７の後に、Step８を追加す
る。Step７にて接続有無信号に変化が無い場合は、Step８でStep６実施後に一定期間Tcが
経過したかを判断し、経過した場合はStep１を実施し、経過していない場合は、Steｐ７
を実施する。つまり、光コネクタ接続が無い場合に、一定期間Tcごとに光送信信号チャン
ネルを切り替える。レーザーは長時間動作すると特性が劣化することが知られており、チ
ャンネルを切り替えることで、一定のチャンネルのみ劣化が進むことがなくなる。また、
特定のチャンネルが故障した場合にもチャンネルの切り替えを実施することで、影響が小
さくする効果がある。
【００３５】
　図９は、図７に示す光送受信部４００から出力される送信光信号の動作の一例を説明す
るタイムチャートである。図５に示す光送受信部１００と動作が同じ部分については、説
明を省略する。タイミングT１で接続無を検出後に、一定期間Tcが経過した後のタイミン
グT４に、光送信信号を出力するチャンネルを切り替える。さらに、一定期間Tcが経過し
た後のタイミングT５に再度チャンネル切り替える。タイミングT２で光コネクタ接続が有
ることを検出後、タイミングT３で光コネクタ接続が無いことを再び検出すると、
タイミングT２で出力したチャンネルとは異なるチャンネルに出力する。さらに、一定期
間Tcが経過した後のタイミングT６およびT７に再度チャンネルを切り替える。
【実施例３】
【００３６】
　本実施例では、レーザー光の放射の制御を行うために、光コネクタの接続が無い場合に
全てのチャンネルの光送信信号ではなく、通常光パワーレベルもしくはそれ以下の光送信
信号を出力する少なくとも１つのチャンネルを選定し、光コネクタが接続していないこと
を検出する毎に光送信出力するチャンネルを切り替えるだけでなく、未接続時に定期的に
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光コネクタ接続を監視しかつ光送信出力するチャンネルを切り替え可能な光送受信システ
ムを１対１の接続だけではなく、光伝送路を用いて複数の光送受信システムを接続する光
送受信システムの例を説明する。
【００３７】
　図１０は、実施例３の光送受信部の構成図の例である。光送受信部５００は、光伝送路
３００を介して複数の送受信部１００に接続する構成を取る。光送受信部５００は図１に
示す光送受信部１００の構成を接続先の数だけ備える。図１０では例として４つの光送受
信部１００を接続しているが、接続する数は２以上の複数の光送受信部の接続する構成を
取ることが可能である。光送受信部５００は、光送受信部１００と、少なくとも１対以上
の光送受信信号３０１で接続され、光送受信部５００の光コネクタ８１０および８１１、
もしくは光送受信部接続先の光送受信部１００の光コネクタ光コネクタ８１０および８１
１が接続していないことを検出した場合、少なくとも１チャンネルの光送信信号を出力す
る。光送受信信号３０２および３０３の接続でも、同様である。また、光コネクタ８１０
および８１１は接続先毎の光コネクタに分割することも可能である。また、図１０では、
光送受信部は光送受信部１００と接続され、いわゆる１対Nの接続となっているが、光送
受信部１００を複数備える光送受信部５００と同等機能をもつ光送受信部と接続する、い
わゆるN対N接続とすることも可能である。加えて、図１０の光送受信部１００を図５に示
す光送受信機４００とすることも可能である。
【実施例４】
【００３８】
　本実施例では、レーザー光の放射の制御を行うために、光コネクタの接続が無い場合に
主信号処理を行う光送受信部とは別に、光接続検出用の少なくとも１つの光送受信部が通
常光パワーレベルもしくはそれ以下の光送信信号を出力し、光コネクタ接続を検出した後
に主信号処理を行う光送受信部を動作させることを特徴とする光送受信システムの例を説
明する。
【００３９】
　図１１は、実施例４の光送受信部の構成図の例である。図１の光送受信部１００のうち
、既に説明した図１に示された同一の符号を付された構成と、同一の機能を有する部分に
ついては、説明を省略する。主信号処理を行わない光接続検出用の光送信部６１０と光受
信部６２０を備え、接続先の別の光送受信部の光接続検出用に光受信信号を光送信信号と
して接続する光ループバック信号３１０を備えることが実施例1とは異なる。光送信部６
１０と光受信部６２０は複数備えることも可能である。
【００４０】
　光コネクタ接続判定部１３０は、光受信部１２０ではなく、光受信部６２０で検出され
た受信光パワー値に応じて変化する受信光パワー信号１６０から光コネクタ８１０および
８１１または光伝送路３００またはその先の光コネクタの接続有無を判定し、接続有無信
号１７０を出力する。送信チャンネル選定部１４０は、光コネクタ接続判定部１３０の判
定結果により、光コネクタ接続が無い場合は光送信部６１０のみから光送信信号を出力し
、光コネクタ接続が有る場合は、主信号を処理する複数の光送受信部１１０も光送信信号
を出力する。光送受信６００は同様の構成を持つ光送受信部６００と接続し、光送信部６
１０は光伝送路３００を介して、他の光送受信部６００の光ループバック信号３１０と接
続され、光伝送路を介して、光送受信部６００の光受信部６２０に接続される。そこで、
光送受信部６００はどちらが先に光伝送路へ接続されても、光接続を光ループバックする
ことにより、検出可能となる。その効果として、光コネクタの接続がされない状態では、
複数の光送信部１１０だけでなく、複数の光受信部１２０が動作を停止させておくことが
可能となり、装置の消費電力を低減可能な点が挙げられる。
【００４１】
　説明した実施形態によれば、光伝送路を介して光信号を送受信する通信装置において、
光コネクタが挿入されていない場合は、光送信信号を全て出力せずに、人体に影響を及ぼ
さない範囲の一部の光送信信号を出力するまたは光パワーを低くすることにより、外部に
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受信部を構成できる。
【００４２】
　また実施形態によれば、機械的光学シャッターを設けることが不要であり、光コネクタ
の小型化かつコスト低減が可能となる。
【００４３】
　さらに実施形態によれば、通信装置と光伝送路を接続する光コネクタが挿入されていな
い場合に、人体に影響を及ぼさないレベルの一部の光送信信号を出力することにより、複
数の光送受信機のいずれかが先に光伝送路に接続されても、光接続状態が検出可能な構成
を実現できる。
【００４４】
　さらに実施形態によれば、光送受信部と光伝送路を接続する光コネクタが挿入されてい
ない場合に、一部の光送信信号のみを出力するよう制御することにより、通信装置の低消
費電力を実現できる。通信装置ではデータ容量を必要なタイミングで増設することが求め
られており、初期稼動時は複数挿入可能なインタフェース基板の一部のみしか挿入されて
いない場合が多い。挿入されない状態で何年も動作する場合、実施形態の通信装置により
消費電力低減すると効果が大きい。例えば、100本の光送受信信号のうち、光コネクタ未
接続時は1本のみの光送信信号を出力させる場合、1チャンネルあたり0.5Wの消費電力が低
下できると仮定すると、全体で49.5Wの低消費電力となる。
【００４５】
　さらに実施形態によれば、光送受信部と光伝送路を接続する光コネクタが挿入されてい
ない場合に、一部の光送信信号のみを出力するよう制御することにより、光コネクタの高
密度、小型化が進んでも、外部に放射される送信光信号の強度が抑制され、作業上の安全
性をより確保するようにした光送受信部の構成が実現できる。また、波長の違う光信号を
適用する光送受信部や、光送信信号と光受信信号が同数ではなく、数が異なる光送受信部
にも適用可能である。
【００４６】
　さらに実施形態によれば、主信号を伝送する光送受信機部を光コネクタの接続検出に適
用することが可能で、新たに光送受信回路を追加する必要が無いため、回路規模が小さく
、装置の小型化・低コスト化が実現可能である。
【００４７】
　さらに実施形態によれば、一般的に供給されている光送信信号を出力しない機能をもつ
光送受信機能を持つ部品を適用することが可能である。
【符号の説明】
【００４８】
　１００：光送受信部、１１０：光送信部、１２０：光受信部、１３０：光コネクタ接続
判定部、１３１：光パワー比較部、１３２：接続判定部、１４０：送信チャンネル選定部
、１４１：チャンネル選定部、１４２：光パワー設定部、１４３：信号出力部、１６０：
受信光パワー信号、１７０：接続有無信号、１８０：送信光制御信号、２００：光送受信
部、３００：光伝送路、３０１：光送受信信号、３０２：光送受信信号、３０３：光送受
信信号、３１０：光ループバック信号、４００：光送受信部、５００：光送受信部、６０
０：光送受信部、６１０：光送信部、６２０：光受信部、８１０：光コネクタ、８１１：
光コネクタ。
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